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○児童福祉法施行細則の一部改正 

 

栃木県規則第37号 
児童福祉法施行細則の一部を改正する規則を次のように定める。 

令和８年９月９日 

                              栃木県知事  福  田  富  一   
児童福祉法施行細則の一部を改正する規則 

児童福祉法施行細則（昭和62年栃木県規則第31号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

」別記様式第１号（表面）中「里ああ親ああ認ああ定ああ等ああ申ああ請ああ書」を「里ああ親ああ登ああ録

ああ等ああ申ああ請ああ書」に、「認定及び登録」を「登録又は認定」に、「平成あああ年あああ月あああ

日」を「平成あああ年あああ月あああ日」に、 

「４」専門里親希望者にあっては、専門里親研修修了証書の写し 

」５」親族里親希望者にあっては、要保護児童が当該親族里親と三親等内の親族であることを確認で」を 

きる戸籍謄本」」」」」」」」」」」」」」」」」」」」」」」」」」」」」」」」」」」」」」 

「４」専門里親研修を修了した者にあっては、専門里親研修修了証書の写し」」」」」」」」」」」」」」」」 

改   正   後 改   正   前 

（趣旨） 

第１条 児童福祉法（昭和22年法律第164号。以下

「法」という。）の施行については、法、児童福

祉法施行令（昭和23年政令第74号）及び児童福祉

法施行規則（昭和23年厚生省令第11号。以下「省

令」という。）に定めるもののほか、この規則の

定めるところによる。 

 

」（里親の登録等の申請） 

第９条」法第６条の４第１号若しくは第２号の規定

による登録ののの又は同条第３号の規定による認

定を受けようとする者は、里親登録等申請書（別

記様式第１号）を知事に提出しなければならな

い。 

 

第15条」略 

 

（登録一時保護委託者の申請） 

第15条の２」法第33条第１項第１号の登録を受けよ

うとする者は、登録一時保護委託者申請書（別記

様式第５号の２）を知事に提出しなければならな

い。 

 

（登録一時保護委託者の登録事項の変更の届出） 

第15条の３」法第34条の23の規定による届出は、登

録一時保護委託者登録事項変更届（別記様式第５

号の３）によるものとする。 

 

（登録一時保護委託者の登録の消除の申出） 

第15条の４」省令第36条の51の申出は、登録一時保

護委託者登録消除申出書（別記様式第５号の４）

によるものとする。 

（趣旨） 

第１条 児童福祉法（昭和22年法律第164号。以下

「法」という。）の施行については、法、児童福

祉法施行令（昭和23年政令第74号）及び児童福祉

法施行規則（昭和23年厚生省令第11号。以下「省

令」という。）に定めるもののほか、この規則の

定めるところによる。 

 

（里親の認定等の申請） 

第９条」法第６条の４第１項あ若しくはああの規定

による里親の認定又は同条第２項の規定による登

録を受けようとする者は、里親認定等申請書（別

記様式第１号）を知事に提出しなければならな

い。 

 

第15条 略 

 

 



（2） 号外第45号令和８（2026）年９月９日　水曜日 栃 木 県 公 報

○児童福祉法施行細則の一部改正 

 

栃木県規則第37号 
児童福祉法施行細則の一部を改正する規則を次のように定める。 

令和８年９月９日 

                              栃木県知事  福  田  富  一   
児童福祉法施行細則の一部を改正する規則 

児童福祉法施行細則（昭和62年栃木県規則第31号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

」別記様式第１号（表面）中「里ああ親ああ認ああ定ああ等ああ申ああ請ああ書」を「里ああ親ああ登ああ録

ああ等ああ申ああ請ああ書」に、「認定及び登録」を「登録又は認定」に、「平成あああ年あああ月あああ

日」を「平成あああ年あああ月あああ日」に、 

「４」専門里親希望者にあっては、専門里親研修修了証書の写し 

」５」親族里親希望者にあっては、要保護児童が当該親族里親と三親等内の親族であることを確認で」を 

きる戸籍謄本」」」」」」」」」」」」」」」」」」」」」」」」」」」」」」」」」」」」」」 

「４」専門里親研修を修了した者にあっては、専門里親研修修了証書の写し」」」」」」」」」」」」」」」」 

改   正   後 改   正   前 

（趣旨） 

第１条 児童福祉法（昭和22年法律第164号。以下

「法」という。）の施行については、法、児童福

祉法施行令（昭和23年政令第74号）及び児童福祉

法施行規則（昭和23年厚生省令第11号。以下「省

令」という。）に定めるもののほか、この規則の

定めるところによる。 

 

」（里親の登録等の申請） 

第９条」法第６条の４第１号若しくは第２号の規定

による登録ののの又は同条第３号の規定による認

定を受けようとする者は、里親登録等申請書（別

記様式第１号）を知事に提出しなければならな

い。 

 

第15条」略 

 

（登録一時保護委託者の申請） 

第15条の２」法第33条第１項第１号の登録を受けよ

うとする者は、登録一時保護委託者申請書（別記

様式第５号の２）を知事に提出しなければならな

い。 

 

（登録一時保護委託者の登録事項の変更の届出） 

第15条の３」法第34条の23の規定による届出は、登

録一時保護委託者登録事項変更届（別記様式第５

号の３）によるものとする。 

 

（登録一時保護委託者の登録の消除の申出） 

第15条の４」省令第36条の51の申出は、登録一時保

護委託者登録消除申出書（別記様式第５号の４）

によるものとする。 

（趣旨） 

第１条 児童福祉法（昭和22年法律第164号。以下

「法」という。）の施行については、法、児童福

祉法施行令（昭和23年政令第74号）及び児童福祉

法施行規則（昭和23年厚生省令第11号。以下「省

令」という。）に定めるもののほか、この規則の

定めるところによる。 

 

（里親の認定等の申請） 

第９条」法第６条の４第１項あ若しくはああの規定

による里親の認定又は同条第２項の規定による登

録を受けようとする者は、里親認定等申請書（別

記様式第１号）を知事に提出しなければならな

い。 

 

第15条 略 

 

 

５」養子縁組里親研修を修了した者にあっては、養子縁組里親研修修了証書の写し」」」」」」」 

」６」親族里親希望者にあっては、要保護児童が当該親族里親と３親等内の親族であることを確認で 

きる戸籍謄本」」」」」」」」」」」」」」」」」」」」」」」」」」」」」」」」」」」」」」 

め、同様式（裏面）中 

「４」親族里親希望者は、この申請書の「及び登録」を二重線で抹消すること。 

」５」「職業」欄には、職業及び勤務先を記入すること。」」」」」」」」」」」」」」」」」」」」を 

」６」「健康状態」欄には、現在の健康状態を記入すること。」」」」」」」」」」」」」」」」」」 

「４」養育里親希望者、専門里親希望者及び養子縁組里親希望者は、この申請書の「又は認定」を二 

重線で抹消すること。 

５」親族里親希望者は、この申請書の「登録又は」を二重線で抹消すること。」」」」」」」」」」に改め 

」６」「職業」欄には、職業及び勤務先を記入すること。」」」」」」」」」」」」」」」」」」」 

」７」「健康状態」欄には、現在の健康状態を記入すること。」」」」」」」」」」」」」」」」」」 

る。 

別記様式第５号の次に次の３様式を加える。 

  

に 改 



（3）号外第45号栃 木 県 公 報令和８（2026）年９月９日　水曜日

別記様式第５号の２（第15条の２関係） 
 

登録一時保護委託者申請書 

 

年  月  日  

 

  栃木県知事     様 
 

申請者                        

住所（法人にあっては、主たる事務所の所在地）    

氏名（法人にあっては、名称及び代表者の氏名）    

 

  下記のとおり、児童福祉法第33条第１項第１号の登録を受けたいので、同法第34条の22第１項の規定によ

り申請します。 

定 款 そ の 他 の 基 本 約 款 
（申請者が個人である場合を除く。） 

別者託者添者託者１ 

職 員 の 定 数 保護護委託者託者人 

職 務 の 内 容  

主 な 職 員 の 氏 名  

主 な 職 員 の 経 歴 別保護託添保護者２ 

一時保護を行う施設 
名 称  

所 在 地  

ここ記載上の注意 
こ１あ「主な職員の氏名」欄の主な職員とは、登録一時保護委託者としての責任者等を指すものであるここ

と。 
こ２あ一時保護委託者の登録等に関する基準を定める条例第２条に規定する基準に適合していることが確認こ

できる書類を添付すること。 
  



（4） 号外第45号令和８（2026）年９月９日　水曜日 栃 木 県 公 報

別記様式第５号の３（第15条の３関係） 
 

登録一時保護委託者登録事項変更届 

 

年  月  日  

 

  栃木県知事     様 
 

届出者                        

住所（法人にあっては、主たる事務所の所在地）    

氏名（法人にあっては、名称及び代表者の氏名）    

 
下記のとおり、登録一時保護委託者の登録事項について変更したいので、児童福祉法第34条の23の規定に

より届け出ます。 

登 録 一 時 保 護 施 設 の 名 称  

変 更 事 項  

変 更 前  

変 更 後  

変 更 年 月 日  

あ記載上の注意 
あ変更後において一時保護委託者の登録等に関する基準を定める条例第２条に規定する基準に適合していこ

ることが確認できる書類を添付すること。 
  



（5）号外第45号栃 木 県 公 報令和８（2026）年９月９日　水曜日

別記様式第５号の４（第15条の４関係） 
 

登録一時保護委託者登録消除申出書 
 

年  月  日  

 

  栃木県知事     様 
 

申出者                        

住所（法人にあっては、主たる事務所の所在地）    

氏名（法人にあっては、名称及び代表者の氏名）    

 
  次の理由により、登録一時保護委託者の登録を消除したいので、児童福祉法施行規則第36条の51の規定に

より申し出ます。 
 

理由 
  



（6） 号外第45号令和８（2026）年９月９日　水曜日 栃 木 県 公 報

発行人　栃木県　〒320-8501　宇都宮市塙田１丁目１番20号

附 則 
１ この規則は、令和８年10月１日から施行する。 

２ この規則の施行前に改正前の児童福祉法施行細則の規定により調製された諸用紙は、この規則の施行の際

現に残存するものに限り、当分の間、所要の補正をして使用することができる。 
（こども政策課）  


